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「診療情報の提供に関する指針」の改定につい
ては去る１０月２２日、日本医師会第１０７回臨時代議
員会において、第５号議案として上程され、特別委
員会の審議を経て本会議において原案通り承認、
平成１５年１月１日からの施行が確定したものであ
る。
本稿では改定の要点を報告する。

１．改定の経過

日本医師会は「診療情報の提供に関する指針」
を、会員が遵守すべき倫理規範の一つとして制定
し、平成１２年１月１日から施行してきたところで
ある。その後２年半にわたる関係者の努力によっ
てこの指針の内容や趣旨は、日本医師会会員のみ
ならず、多くの医師および医療関係者の間で認知
され浸透しつつある。しかし、診療録の作成をは
じめとする医療界および社会の諸状況の変化に本
指針を適合させるために、絶えず検証する必要が
あり、そのため２年ごとに指針の内容を見直すべ
きことが定められている。この定めに従い、平成
１３年８月８日に坪井会長からの諮問に基づき、検
討委員会（プロジェクト）が設置され、指針施行
後初めての見直し作業に着手し、平成１４年８月に
最終報告がまとめられたものである。
なお、この委員会には当会の赤倉昌巳副会長、

中川俊男常任理事が委員として参加している。

２．改定のポイント

今回の改定における中心的論点は、本指針施行
後に生じた、個人情報保護法制定への動き、成年
後見制度の創設、および遺族に対する診療情報の
提供についてであった。検討の結果、現行の指針
がようやく全会員に浸透・定着し始めた段階であ
ることを考慮し、改定は必要限度にとどめられた。

�改定の第１は（P１、指針１―１）
この指針の目的に、「医師、患者間のより良い信

頼関係を築くことを目的として」との表現が加え
られた。
本項は、指針の基本理念ともいうべき部分であ

り、今回の改定では、患者とは一般的に患者、家
族を表現するものとし、さらに踏み込んで、より
良い信頼関係の構築をめざすものとした。
�改定の第２は（P１、指針２―１）
診療記録等の開示に関する定義から、「要約書を

交付すること」が削除された。
従来の指針では、診療録の書き方が整備される

までの暫定的な措置として、要約書の交付がとり
入れられた経緯があるが、今回の改定では、日本
医師会のガイドラインの発行など、３年有余にわ
たる診療記録作成の環境整備が行われ、社会的背
景からも「要約書を交付すること」を削除するこ
とが妥当であるとした。患者は特別な事情がない
限り、診療録の全面的な開示を受けることが可能
となる。
�改定の第３は（P３、指針３―４）
平成１２年４月から実施に移された成年後見制度

を受けて、指針の「診療記録等の開示を求めうる
者」として、「診療契約に関する代理権が付与され
ている任意後見人」が追加された。
任意後見人の権限は（P９、指針３―４関係）、公

正証書によって作成される任意後見契約のなかで
具体的に示されている。任意後見契約により診療
契約に関する代理権が付与されている場合には、
家庭裁判所による任意後見監督人の選任がなされ
た時点以降、その任意後見人を法定代理人と同様
に扱うものとしている。
�改定の第４は（P４、指針３―８）
医師および医療施設の管理者が、診療記録等の
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開示を拒否した場合にとるべき措置を明示した。
改定指針では、患者が診療記録等の開示を求め

てきた場合には、全面的に開示することが原則だ
が、例外的な場合として開示を拒むことができる
としている。この場合、開示を拒否された患者
が、非開示の理由についての説明を聞き、あるい
は不服を申し立てるために、医師および医療施設
の管理者は、都道府県医師会等が開設する「診療
に関する相談窓口」などの苦情処理機関があるこ
とを、患者に教示する必要がある旨の定めが置か
れた。
�改定の第５は（P５、指針５―１）
患者が死亡した際の遺族に対する診療情報の提

供について定められた。
従来の指針ではこの点については言及せず、各

医療機関および医師の判断に委ねられていた。今
回の改定では、「医師および医療施設の管理者は、
患者が死亡した際には遅滞なく、遺族に対して死
亡に至るまでの診療経過、死亡原因などについて
の診療情報を提供する」と明確に定められた。以
上のことは、これまでも医師として当然の行為と
して行われてきたが、今回の指針では、会員の倫
理規範としての位置づけを重視したことによる。
また、説明の過程で遺族が診療記録等の開示を

求めた場合には、指針の一般原則に準じてこれに

応じるべきものとしている。
�個人情報の保護（P５、指針５―１関係）
遺族への診療情報の提供を指針に盛り込むにあ

たっては、亡くなった患者が有していた名誉・プ
ライバシーの保護といかに両立させるかが難しい
課題となる。新指針では、亡くなった患者が有し
ていた名誉・プライバシーを最大限に尊重しつ
つ、遺族への診療情報提供を実現するために、死
亡した患者の診療記録等の開示を求めうるものを
法定相続人に限定している。また、指針末尾の
「指針の実施にあたって留意すべき点」のなか
に、「本人の生前の意思、名誉等を十分に尊重する
ことが必要である」と注意を喚起している。
以上、新指針改定の概略を述べたが、改定指針

の全文は日本医師会雑誌平成１４年１１月１５日号の付
録として冊子にして全会員に配布されるほか、日
本医師会ホームページでも、閲覧可能である。
日本医師会では、改定指針の内容および留意点

に関する説明、情報交換の場として１１月１３日、「都
道府県医師会診療情報担当理事連絡協議会」を開
催した。
診療情報の提供は医療の説明責任と透明性を示

し、医療の質を担保するものでもある。
改定指針は平成１５年１月１日から実施に移され

る。
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